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1. はじめに 

九州旅客鉄道株式会社（以下、「当社」）は、以下の通り、サステナブルファイナンス・フレームワーク

（以下、「本フレームワーク」）を策定しました。本フレームワークは、以下の原則とガイドライン等に基づ

き策定しており、適合性及び本フレームワークの信頼性と環境、社会への効果に対する外部評価（セ

カンドオピニオン）を株式会社日本格付研究所より取得しております。このフレームワークに基づき、当

社はサステナブルファイナンスを実行します。 

‒ ICMA1グリーンボンド原則 2025 

‒ ICMA1ソーシャルボンド原則 2025 

‒ ICMA1サステナビリティボンド・ガイドライン 2021 

‒ ICMA1サステナビリティ・リンク・ボンド原則 2024 

‒ 環境省グリーンボンド及びサステナビリティ・リンク・ボンドガイドライン（2024年版） 

‒ 環境省グリーンローン及びサステナビリティ・リンク・ローンガイドライン（2024年版） 

‒ 金融庁ソーシャルボンドガイドライン（2021年版） 

‒ LMA2、APLMA3、LSTA4グリーンローン原則 2025 

‒ LMA2、APLMA3、LSTA4ソーシャルローン原則 2025 

‒ LMA2、APLMA3、LSTA4サステナビリティ・リンク・ローン原則 2025 

 

1.1. 会社概要 

当社は、日本国有鉄道の分割民営化によって、1987年に発足しました。当社グループは、九州全

域に鉄道網を有する鉄道事業をコア事業とする企業グループとして、マンション事業や建設事業、ホテ

ル事業、駅ビル事業など、鉄道事業との相乗効果が高い領域を中心にその事業領域を拡大してきまし

た。これからも安全・安心なモビリティサービスの提供を中核に、地域の特性を活かしたまちづくりを通

じて、九州の持続的な発展に貢献していきます。 

 

 
1 ICMA：国際資本市場協会（International Capital Market Association：ICMA） 

2 LMA：ローン・マーケット・アソシエーション 

3 APLMA：アジア太平洋ローン・マーケット・アソシエーション 

4 LSTA：ローン・シンジケーション&トレーディング・アソシエーション 
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1.2. 経営理念 

当社グループは、未来に向けた価値を提供し続け、社会に貢献する企業グループであるために、

日々の行動指針であるおこないと果たすべきこととしての使命、その積み重ねにより実現したい未来を

示す経営理念を定めています。元気な九州をつくっていくため、その元気を世界中に拡げていくため、

地域の方と話し合い、様々な方と手を取り合いながら、長期的な視点でエリアに応じた持続可能なまち

づくりに取り組み、そしてそのまちを、交通ネットワークでつないでいくことにより、経済的・社会的な価

値の創造に取り組んでまいります。 

 

 

1.3. マテリアリティ～当社グループが常に考えるべきこと 

当社グループでは、マテリアリティを経済的価値・社会的価値を創出する「事業」と、それを支える

「基盤」とに整理しています。 
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1.4. 当社グループの目指すまちづくり 

地域の皆さまとともに社会インフラである駅周辺の魅力向上に取り組むとともに、安全で快適な移動

の提供を通じて、駅周辺人口・交流人口を創造することで持続可能なまちづくりに貢献していきます。 

 

1.5. 価値創造ストーリー 

経営理念及びマテリアリティの実現に向け、外部環境を踏まえ、当社グループの強みを活かした事

業活動を通じて、経済的価値・社会的価値を創造していきます。 

 

 



5 

1.6. 中期経営計画 2025-2027 

中期経営計画 2025-2027 においては、安全を最優先とした既存事業の変革・成長、事業間連携強

化に重点を置いた戦略を推進するとともに、持続的な成長に向けた未来への種まきの取組みを強化・

加速していきます。 

また、戦略を支える経営基盤は、変化を続ける社会情勢等を注視しながら、柔軟性をもって取組み

を推進していきます。 
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1.7. JR九州グループ環境ビジョン 2050 

当社グループは、環境への対応を企業の最重要課題の一つとして認識し、環境の基本理念・基本

方針の具体的な方向性を示すことを目的として「JR 九州グループ環境ビジョン 2050」を策定しました。

これまで取り組んできた気候変動への対応に加えて、資源循環の促進や生物多様性保護の 3 つの領

域に対して、統合的にアプローチすることによって環境課題の解決を目指します。 

気候変動では、引き続き GHG排出量の削減を進め、2035年度までに 2023年度比で 60%削減と

いう、より野心的な新たな目標に向けて動き出すとともに、脱炭素社会の実現に向けて社会全体の行

動変容を促す取組も強化します。 

また、資源循環の促進として、リサイクルや水資源の効率的利用を進めるとともに、新たなビジネス

チャンスを創出し、企業押しての競争力を高める機会と捉えています。 

加えて、事業活動が環境に与える影響を最小限に抑えつつ、生態系の保護にも積極的に関与し、エ

コツーリズムを通じて地域の自然資源を守り、その魅力を発信することで、地域社会と共に持続可能な

観光の促進にも貢献していきます。 
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1.8. ESG経営推進体制 

環境・社会・ガバナンスの各分野における取り組みを強化・推進するための審議機関として、社長執

行役員を委員長とする「ESG戦略委員会」を設置しています。取締役会は議論の内容について報告を

受けるとともに、執行側の取り組みを監督しています。 

2025年 3月期の ESG戦略委員会では統合報告書の制作方針や環境ビジョンの策定について議

論を行いました。 

また、ESG経営を推進していくために、ESGに関する知見を有する社外取締役もオブザーバーとし

て適宜出席しています。 

 

 

1.9. サステナブルファイナンス実行の意義 

当社はサステナブルファイナンス実行を通じ、地域・お客さま・事業パートナーと共創する、自然と共

生した未来に向けた ESG経営への取組みを発信します。 
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2. サステナビリティファイナンス・フレームワーク 

本フレームワークは、国際資本市場協会（ICMA）が定めるグリーンボンド原則（GBP）2025等に適

合しており、以下 4つの柱について定めています。 

当社は、このフレームワークに基づき、サステナビリティファイナンスを実行してまいります。 

1. 調達資金の使途 

2. プロジェクトの評価と選定のプロセス 

3. 調達資金の管理 

4. レポーティング 

 

2.1. 調達資金の使途 

当社により実行されるサステナビリティファイナンスの実行総額と同額が新規ファイナンスまたはリフ

ァイナンスとして、新規または既存の適格プロジェクトへ充当されます。なお、既存プロジェクトへの充

当の場合は、サステナビリティファイナンスの実行から 3年以内に開始、または、環境／社会性能が

確認されたプロジェクトとします。 

 

適格プロジェクト 

グリーン適格プロジェクトは以下の通りです。 

GBP 

カテゴリー 
適格プロジェクト/基準 適格プロジェクト例 

クリーン輸送 

車両 

◼ 電力を動力とする車両の新造・改造・更

新に係る投資 
➢ 811･813系リニューアル 

◼ 水素を動力とする車両の新造・改造・更

新に係る投資 
➢ FCバス 

鉄道 

関連設備 

◼ 鉄道関連設備の新設・維持・改修・更新

に係る投資 

➢ 次世代車両検査拠点の整備 

➢ JR貝塚駅の設置 

➢ ATS-DK地上設備整備（自

動列車停止装置） 

➢ 無線式列車制御 

グリーン 

ビルディング 

◼ 環境建物認証5取取得もしくは将来取得、又は更新予定

の駅周辺不動産・自社保有施設の建設に係る投資 

（LEED-BD+C（Building Design and Construction）

ま た は LEED-O+M（Building Operations and 

Maintenance）認証：Gold 又は Platinum、CASBEE

建築（新築、既存、改修）または CASBEE 不動産認

証：B+ランク、A ランク又は S ランク、DBJ Green 

Building認証：4つ星又は 5つ星、BELS：4つ星又は

5つ星、ZEB/ZEH/ZEH-M（Nearly、Ready、Oriented

を含む）） 

➢ LOGI STATION 福岡小郡 

省エネルギー ◼ 省エネ設備、施設の導入、改修に係る投資 
➢ LED切り替え 

➢ 高効率空調機器の導入6 

 
5 有効期限のある認証については、有効期限内のものに限る 
6 更新前後で 30%以上のエネルギー改善効果がある設備に限る 
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再生可能 

エネルギー 

◼ 再生可能エネルギー設備の導入に係る支出 

◼ 再生可能エネルギー電力の購入に係る支出 

◼ 蓄電事業に係る支出 

➢ 遊休地での太陽光発電 

➢ フィルム型ペロブスカイト太

陽電池実証実験 

➢ オンサイト PPA 

➢ でんきの駅 

気候変動適応 

◼ 気候変動の影響による九州の自然災害（豪雨・台風

等）の激甚化対策のための鉄道関連設備の改修・更

新に係る投資 

➢ 九州新幹線防災対策工事 

 

ソーシャル適格プロジェクトは以下の通りです。 

SBP 

カテゴリー 
適格プロジェクト/基準 対象となる人々 適格プロジェクト例 

手ごろな価格の基本

的なインフラ設備 

車両 

◼ 鉄道車両のバリア

フリー化に係る投

資 

➢ 障がい者 

➢ 高齢者 

➢ 妊娠中の方 

➢ 子供と子供連

れの家族 

➢ 上記を含む鉄

道を利用するす

べての人々 

➢ 車両に車いすスペース

を設置 

鉄道 

関連設備 

◼ 駅施設のバリアフリ

ー設備の導入に係

る投資 

➢ 障がい者 

➢ 高齢者 

➢ 妊娠中の方 

➢ 子供と子供連

れの家族 

➢ 上記を含む鉄

道関連設備を

利用するすべて

の人々 

➢ ホームドアの整備 

➢ バリアフリートイレの導

入 

◼ 災害の激甚化対策

を含む安心安全向

上に資する鉄道関

連設備の改修・更

新に係る投資 

➢ 災害の罹患者 

➢ 地域住民 

➢ 上記を含む鉄

道関連設備を

利用するすべて

の人々 

➢ 木まくらぎの TPC化 

建物 

◼ バリアフリー設備の

導入・設備に係る

投資や費用 

➢ 障がい者 

➢ 高齢者 

➢ 妊娠中の方 

➢ 子供と子供連

れの家族 

➢ 上記を含む建

物を利用するす

べての人々 

➢ 建物・広場へのバリア

フリー設備の導入 
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◼ 災害対策設備の導

入・設備に係る投

資や費用 

➢ 災害の被災者 
➢ 災害対策設備の導入 

➢ 避難スペースの設置 

 

サステナビリティ適格プロジェクトは以下の通りです。 

GBP、SBP 

カテゴリー 
適格プロジェクト/基準 対象となる人々 適格プロジェクト例 

＜GBP＞ 

再生可能 

エネルギー 

グリーン 

ビルディング 

＜SBP＞ 

手ごろな価格の基本

的インフラ設備 

社会経済的向上と

エンパワーメント 

 

【グリーン】 

◼ 再生可能エネルギー設備の導

入 

◼ 環境建物認証7取得もしくは将

来取得、又は更新予定の駅周

辺不動産・自社保有施設の建

設に係る投資 

（LEED-BD+C（Building 

Design and Construction）ま

たは LEED-O+M（Building 

Operations and 

Maintenance）認証：Gold又

は Platinum、CASBEE建築

（新築、既存、改修）または

CASBEE不動産認証：B+ラン

ク、Aランク又は Sランク、DBJ 

Green Building認証：4つ星

又は 5つ星、BELS：4つ星又

は 5つ星、ZEB/ZEH/ZEH-M

（Nearly、Ready、Orientedを

含む）） 

【ソーシャル】 

◼ 災害発生時における避難所機

能を持つ施設 

◼ 地域産業の育成・創出やイノベ

ーション創出のための施設8 

◼ ベンチャー支援 8 

◼ 施設のバリアフリー化 

➢ 地域企業 

➢ 中小企業、ベン

チャー、スタート

アップ企業 

➢ 地域住民 

➢ 障がい者 

➢ 高齢者 

➢ 妊娠中の方 

➢ 子供と子供連

れの家族 

➢ 災害の罹患者 

➢ 患者 

➢ 施設を利用する

すべての人々 

➢ 九州大学箱崎キャンパ

ス跡地開発 

 

 

 
7 有効期限のある認証については、有効期限内のものに限る 

8 当該適格プロジェクトに充当する場合は、都度、株式会社日本格付研究所に適格性を事前に確認 
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2.2. 事業の評価と選定のプロセス 

本サステナビリティファイナンスの調達資金が充当されるプロジェクトは、当社の財務部が、2.1調達

資金の使途にて定める適格基準への適合状況に基づいて、対象候補を特定します。特定された対象

候補事業について、当社グループの地球環境保全活動に対する基本理念及び基本方針への整合性

の観点から、当社の財務部長が最終承認を行います。その結果については、当社の社長執行役員を

委員長とし、各事業部長をメンバーとする ESG戦略委員会に報告されます。 

なお、すべての適格候補プロジェクトについて、環境・社会的リスク低減のために以下について対応

していることを確認します。 

‒ 国もしくは事業実施の所在地の地方自治体にて求められる環境関連法令等の遵守と、必要に

応じた環境への影響調査の実施 

‒ 事業実施にあたり地域住民への十分な説明の実施 

‒ 当社安全管理体制に基づく輸送の安全の確保の実施 

‒ 当社グループの地球環境保全活動に対する基本理念・基本方針及び調達の基本方針等のポ

リシーに沿った資材調達、環境汚染の防止、労働環境・人権への配慮の実施 

 

2.3. 調達資金の管理 

サステナビリティファイナンスとして調達した資金について、当社の財務部が適格プロジェクトへの充

当及び管理を行います。財務部は、本フレームワークにて実行されたサステナビリティファイナンスの

実行額と同額が適格プロジェクトのいずれかに充当されるよう、償還／返済までの間、四半期毎に内

部会計システムを用いて、追跡、管理します。なお、内部会計システムでは、適格プロジェクト毎にて充

当状況を把握し管理します。 

サステナビリティファイナンスによる調達資金が適格プロジェクトに充当されるまでの間、または十分

な適格プロジェクトがない場合の未充当資金については、現金または現金同等物にて運用し、実行か

ら 2年程度の間に充当を完了する予定です。 

 

2.4. レポーティング 

当社は、適格プロジェクトへの充当状況ならびに環境への効果を、年次で、当社ウェブサイトにて報

告（ローンの場合は貸し手に対して報告）します。 

 

2.4.1. 資金充当状況レポーティング 

サステナビリティファイナンスにて調達された資金が全額充当されるまでの間、年次で、調達資金の

適格プロジェクトへの充当状況に関する以下の項目について、実務上可能な範囲でレポート（ローンの

場合は貸し手に対して報告）する予定です。 

‒ 適格プロジェクトの概要 

‒ 適格プロジェクト別での充当額と未充当額 

‒ 未充当額がある場合は、充当予定時期 

‒ 新規ファイナンスとリファイナンスの割合 

 

なお、調達資金の金額が充当された後に大きな資金状況の変化が生じた場合は、適時に開示（ロー

ンの場合は貸し手に対して報告）します。 
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2.4.2. インパクトレポーティング 

サステナビリティファイナンスにて調達された資金が全額充当されるまでの間、適格プロジェクトによ

る環境・社会への効果に関する以下の項目について、年次にて、実務上可能な範囲でレポート（ローン

の場合は貸し手に対して報告）する予定です。また、大きな状況の変化が生じた場合は、適時に開示し

ます。 

 

グリーン適格プロジェクト 

適格事業 インパクトレポーティング項目 

クリーン輸送 

車両 

◼ 電力を動力とする車両の新造・改

造・更新に係る投資 

➢ 適格事業の概要 

➢ 年間の新規導入車両数 

◼ 水素を動力とする車両の新造・改

造・更新に係る投資 

➢ 適格事業の概要 

➢ 年間の新規導入車両数 

鉄道関連設備 
◼ 鉄道関連設備の新設・維持・改

修・更新に係る投資 

➢ 適格事業の概要 

➢ 鉄道システム維持・改修・更新に係る工事の実

施内容 

➢ 新駅の概要 

➢ ホームドア設置状況（設置完了駅数／全駅数） 

➢ その他維持・改修・更新を実施した鉄道関連イ

ンフラがある場合はその設備の状況 

グリーンビルディング 

◼ 環境建物認証取得もしくは将来取得、又は更新予

定の駅周辺不動産・自社保有施設の建設に係る投

資 

➢ 適格事業の概要 

➢ 認証取得状況（取得予定時期・取得した認証レ

ベル） 

省エネルギー 

◼ 省エネ設備、施設の導入、改修に係る投資 

➢ 適格事業の概要 

➢ 年間 GHG排出削減効果 

➢ 設備導入前後の省エネルギー効果 
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再生可能エネルギー 

◼ 再生可能エネルギー設備の導入に係る支出 

◼ 再生可能エネルギー電力の購入に係る支出 

◼ 蓄電事業に係る支出 

➢ 適格事業の概要 

➢ 再生可能エネルギーの発電量 

➢ 再生可能エネルギー電力の購入量 

➢ 蓄電池設置数 

➢ 蓄電池の設備規模 

➢ 蓄電池を通じて、年間で蓄積できた電力量 

気候変動適応 

◼ 気候変動の影響による九州の自然災害（豪雨・台

風等）の激甚化対策のための鉄道関連設備の改

修・更新に係る投資 

➢ 適格事業の概要 

➢ 災害後の被害状況 

➢ 防災対策工事の実施状況 

 

ソーシャル適格プロジェクト 

適格事業 アウトプット アウトカム インパクト 

手ごろな価格の基本的なインフラ設備 

車両 

◼ 鉄道車両のバリ

アフリー化に係

る投資 

➢ 適格事業の概要 

➢ バリアフリー設備

の設置数 

➢ 車いすスペース

の設置数 

➢ 安全・安心で持

続可能なモビリテ

ィサービスの実

現 

鉄道関連設備 

◼ 駅施設のバリア

フリー設備の導

入に係る投資 

➢ 適格事業の概要 

➢ バリアフリー設備

の設置数 

➢ ホームドアの設

置状況（設置完

了駅数／全駅

数） 

◼ 災害の激甚化

対策を含む安

心安全向上に

資する鉄道関

連設備の改修・

更新に係る投

資 

➢ 適格事業の概要 

➢ 災害後の被害状

況 

➢ 対策数 

➢ 防災対策工事の

対策状況 

➢ 維持管理の整備

内容 

建物 

◼ バリアフリー設

備の導入・設備

に係る投資や

費用 

➢ 適格事業の概要 
➢ バリアフリー設備

の設置数 
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◼ 災害対策設備

の導入・設備に

係る投資や費

用 

➢ 適格事業の概要 
➢ 防災対策工事の

対策状況 

 

サステナビリティ適格プロジェクト 

＜グリーン＞ 

適格事業 インパクトレポーティング項目 

再生可能エネルギー、グリーンビルディング 

◼ 再生可能エネルギー設備の導入 

◼ 環境建物認証取得もしくは将来取得、又は更

新予定の駅周辺不動産・自社保有施設の建

設に係る投資 

➢ 適格事業の概要 

➢ 再生可能エネルギー設備の設置数 

➢ 再生可能エネルギーの発電量 

➢ 認証取得状況（取得予定時期・取得した認証レベル） 

 

＜ソーシャル＞ 

適格事業 アウトプット アウトカム インパクト 

手ごろな価格の基本的なインフラ設備、社会経済的向上とエンパワーメント 

◼ 災害発生時における避難所機

能を持つ施設 

◼ 地域産業の育成・創出やイノベ

ーション創出のための施設 

◼ ベンチャー支援 

◼ 施設のバリアフリー化 

➢ 適格事業の概要 

➢ 避難所機能を持

つ施設数 

➢ 地域企業との連

携数 

➢ イノベーション創

出に向けた施設

数 

➢ ベンチャー企業と

の連携数 

➢ バリアフリー設備

の設置数 

➢ サステナブルな

まちづくりを通じ

た地域の活性化 

 

 

2.5. 外部評価 

当社は、株式会社日本格付研究所に委託し、本フレームワークの信頼性と環境、社会への効果、グ

リーンボンド原則 2025等への適合性について、セカンド・パーティ・オピニオンを取得しています。 

なお、取得したセカンド・パーティ・オピニオンは当社のウェブサイトにて公表しております。 
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3. サステナビリティ・リンク・ファイナンス・フレームワーク 

本フレームワークは、国際資本市場協会（ICMA）が定めるサステナビリティ・リンク・ボンド原則（SL 

BP）2024等に適合しており、以下 5つの柱について定めています。 

当社は、このフレームワークに基づき、サステナビリティ・リンク・ファイナンスを実行してまいります。 

1. KPIの選定 

2. サステナビリティ・パフォーマンス・ターゲット（SPT）の測定 

3. 債券／ローンの特性 

4. レポーティング 

5. 検証 

 

3.1. KPIの選定 

本フレームワークにおいては、以下の KPIを使用します。 

 

 

 

当社グループでは、地球温暖化の影響と考えられる自然災害の頻発・激甚化が事業活動に大きな

影響を及ぼしており、先述のように「環境と調和した事業展開」をマテリアリティの一つと位置づけ、事

業活動で排出される GHGの削減と共に、再生可能エネルギーの活用にも取り組んでいます。上記の

KPIは当社のサステナビリティへの取り組みの重要な柱である「環境と調和した事業展開」に向けた進

捗を計測する適切な指標となります。 

 

KPI：JR九州グループの Scope1及び 2における GHG排出削減率 

＜定義＞ 

JR九州グループの企業活動からの直接排出（Scope1）及び企業活動でのエネルギー（電力、熱

等）利用に伴う間接排出（Scope2）による GHGの排出量を GHGプロトコルに基づき算出し、基準年

である 2023年度からの削減率を算定するもの 

 

＜実績と目標＞ 

 2023年度 

（基準年度） 
2024年度 2035年度 

 実績 実績 目標 

GHG排出量（千 t-CO2） 463 409 185 

GHG排出削減量（千 t-CO2）2023年度比 － ▲54 ▲278 

GHG排出削減割合 2023年度比 － ▲11.7% ▲60.0% 

 

 

KPI：JR九州グループの Scope1及び Scope2における GHG排出削減率 
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3.2. サステナビリティ・パフォーマンス・ターゲット（SPT）測定 

本サステナビリティ・リンク・ファイナンスにおいては、以下のサステナビリティ・パフォーマンス・ター

ゲット（SPT）を使用します。 

 

 

 

KPI及び SPTの定義、SPTの報告対象期間、判定日については、各ファイナンス実行時に法定開

示書類（債券の場合）または契約書類（ローンの場合）（以下本章において法定開示書類等という。）に

て特定します。 

 

3.3. 債券／ローンの特性 

SPTの達成状況により、本フレームワークに基づき実行するサステナビリティ・リンク・ファイナンス

の債券／ローンの特性は変動します。変動内容は、各ファイナンス実行時の法定開示書類等にて特

定しますが、以下（1）「利率のステップ・アップ／ステップ・ダウン」、（2）「寄付」又は（3）「排出権・証書」

の購入を含みます。なお、サステナビリティ・リンク・ファイナンス実行後に当社が SPTを変更しても、

既に実行したサステナビリティ・リンク・ファイナンスの SPTsは変更されません。ただし、KPIの測定方

法、SPTの設定等、前提条件や KPIの対象範囲に重要な影響を与える可能性のある事象（M&A活

動、規制等の制度面の大幅な変更、又は異常事象の発生等）が発生した場合には、既に実行したサ

ステナビリティ・リンク・ファイナンスの SPTの数値を見直す可能性があります。見直しの内容について

は、当社ウェブサイト上にて開示します。 

 

（1）. 利率のステップ・アップ／ステップ・ダウン 

ステップ・アップの場合 

SPTが達成された旨が記載された第三者検証済のレポーティングが判定日までになされなかっ

た場合、判定日の後に開始する利率適用期間の利払い時より償還／返済日まで（当該法定開示書

類等に別段の定めがある場合はその期日まで）、ファイナンス実行時に定める年率にて利率がステ

ップ・アップします。 

 

ステップ・ダウンの場合 

SPTが達成された旨が記載された第三者検証済のレポーティングが判定日までになされた場

合、判定日の後に開始する利率適用期間の利払い時より償還／返済日まで（当該法定開示書類等

に別段の定めがある場合はその期日まで）、ファイナンス実行時に定める年率にて利率がステップ・

ダウンします。 

 

（2）. 寄付 

SPTが達成された旨が記載された第三者検証済のレポーティングが判定日までになされなかっ

た場合、償還／返済日までに、当該法定開示書類等において定める割合に応じた額を適格寄付先

に寄付を実施します。適格寄付先とは、未達となった SPTの改善に関連する公益社団法人・公益

財団法人・一般財団法人・国際機関・自治体認定 NPO法人・地方自治体・国公立大学法人・学校

法人・研究機関やそれに準ずる組織です。寄付先については、償還／返済日までに必要な承認を

得て決定します。 

SPT： KPIの目標値である Scope1及び Scope2の 2035年度における GHG排出量 60%削減

（基準年度 2023年度） 
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（3）. 排出権・証書購入 

SPTが達成された旨が記載された第三者検証済のレポーティングが判定日までになされなかっ

た場合、償還／返済日までに、当該法定開示書類等において定める割合に応じた額の排出権

（CO2削減価値をクレジット化したもの）又は証書（グリーン電力証書、非化石証書、I-REC等）を購

入します。 

購入する排出権又は証書については、償還／返済日までに必要な承認を得て決定します。 

なお、不可抗力事項等（取引制度の規制等の変更等）が生じ、排出権又は証書の購入を選択で

きない場合は、適格寄付先への寄付を実施します。 

 

3.4. レポーティング 

サステナビリティ・リンク・ファイナンスの償還／返済日までの期間、当社は設定した KPIの SPTに

対する達成状況について、当社ウェブサイトにて毎年開示します。 

＜レポーティング事項＞ 

‒ 各年度最終日（3月 31日）時点の KPIの数値 

‒ 基準年 2023年度からの KPIの削減率 

‒ SPT達成に影響を与える可能性のある情報の提供（サステナビリティ戦略の設定や更新、取

組計画の策定や実施状況等） 

‒ KPIの SPTに対する達成状況に係る独立した第三者による検証レポートの開示 

 

3.5. 検証 

外部から以下の 3段階の検証を受けることとします。 

（1）. 本フレームワークに関して、独立した第三者から、国際資本市場協会（ICMA）が定めるサステ

ナビリティ・リンク・ボンド原則（SLBP）2024等に適合していることを確認したセカンド・パーティ・

オピニオンを取得します。取得したオピニオンについては、本フレームワークに基づくサステナ

ビリティ・リンク・ファイナンスの実施前に、当社ウェブサイトにて開示します。 

（2）. 本フレームワークの更新を行った際は、新たにセカンド・パーティ・オピニオンを取得する予定で

す。なお、本フレームワークに基づいて実行済みのファイナンスについては、当該ファイナンス

の償還／返済まで本フレームワークの内容が適用されます。 

（3）. KPIの数値に関して、独立した第三者による保証報告書の取得と当社ウェブサイトでの開示を

行います。KPIの SPT達成状況に関して、独立した第三者から保証報告書の取得及び SPT

の達成についての判定を受けます。レポート及び判定結果については当社ウェブサイトでの開

示を行います。 


